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2024

３ 

一般社団法人 電子情報技術産業協会 

法務・知的財産部会 
活動概要 

Japan Electronics and Information Technology Industries Association 

https://home.jeita.or.jp/lip/ 
※2025年3月31日発行 
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                                            ※2024年度 

 

法務・知的財産部会 

個人データ保護専門委員会  

特許専門委員会 

商標専門委員会 

データ利活用検討タスクフォース 
 

著作権専門委員会 

法務・知的財産運営委員会  

一般社団法人 電子情報技術産業協会とは … About Japan Electronics and Information Technology Industries Association (JEITA) 
 

IoT（Internet of Things）やビッグデータ、人工知能（AI）等の技術の進展により、産業構造や社会構造が大きく変わりつつあるなか、IT・エレクトロニ

クス産業は、わが国の経済成長ならびに社会の高度化を支える基盤として、重要な役割を担っています。 

一般社団法人 電子情報技術産業協会（ＪＥＩＴＡ：Japan Electronics and Information Technology Industry Association of Japan）は、世界に先駆け、高度な

情報活用Connected Industriesを通じたSociety 5.0の実現に向け、異業種、ベンチャー、海外等とも連携し、成長分野に関わる課題の検討や政府への提言な

ど、会員の新たな取り組みを促進するための活動にスピード感を持って取り組んでいます。 

また、会員の競争力強化のため、規制・制度改革や税制改正要望等の事業環境整備に着実に取り組んでいます。これらの事業を推進することにより、IT・エ

レクトロニクス産業ならびにわが国の経済・社会の発展に貢献していきます。 

旭化成エレクトロニクス株式会社 
Apple Japan合同会社 
アマゾンウェブサービスジャパン合同会社 
アルプスアルパイン株式会社 
株式会社AI Samurai  
沖電気工業株式会社 
カシオ計算機株式会社 
キオクシア株式会社 
キヤノン株式会社 
クアルコムジャパン合同会社 
グーグル合同会社 
クラウドストライク合同会社 
株式会社JVCケンウッド 
シャープ株式会社 
セイコーエプソン株式会社 
ソニーグループ株式会社 
TVS REGZA株式会社 
株式会社デンソー 
株式会社デンソーテン 
株式会社東芝 
日本電気株式会社 
日本アイ・ビー・エム株式会社 
日本コンピュータビジョン株式会社 
日本マイクロソフト株式会社 
パイオニア株式会社 
ByteDance株式会社 
株式会社バッファロー 
パナソニックホールディングス株式会社 
株式会社日立製作所 
富士通株式会社 
富士フイルムビジネスイノベーション株式会社 
三菱電機株式会社 
ヤマハ株式会社 
横河電機株式会社 
ロジスティード株式会社 
株式会社ワコム 
 
以上／３６社 

 

理事会 

ヘルスケアインダスト
リ部会 

スマートホーム部会 

デザイン委員会 

国際・通商政策部会 

法務・知的財産部会 

先端交通システム部会 
総合政策部会 

AVC部会 

半導体部会 

電子部品部会 

情報・産業システ
ム部会 

ディスプレイデバ
イス部会 

関西支部運営部会 

法務・知的財産部会 － 参加企業一覧／委員会組織  Member Companies / Organization 
 

 

課題別部会 分野別部会 

環境部会 

標準化政策部会 

製品安全部会 

企業間EC部会 

技術戦略部会 

＜各会議体の位置付けの違い＞ 

〇法務・知的財産運営委員会： 

法務・知的財産部会の意思決定機関 

〇専門委員会： 

所管テーマに関する継続的な検討を実施 

〇タスクフォース： 

所管テーマに関して臨機に検討、目的達成後改組 
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法務・知的財産部会/法務・知的財産運営委員会 

著作権専門委員会   

［委員長］  前川 聡  [ パナソニックホールディングス株式会社 知的財産本部 グループ知財戦略部 政策企画課 ] 

 

活動目的 
著作権関連法規に関する内外動向を把握するとともに、デジタル・ネットワーク技術を活用した更なる新規事業の創出やデータ駆動型社会の拡大に資する著

作権制度のあり方について検討を進め、業界意見を集約した上で、経済産業省、文化庁、知的財産戦略本部などの関係省庁・機関に提言し、当業界のビジネス活

動に資するよう法改正を含む環境整備を目指します。 

 

活動概要 
■情報の収集と共有 

－  知的財産戦略本部、経済産業省、文化庁などの関係省庁・機関で開催される著作権関連の審議会等の傍聴や資料精査を通じた情報収集と整理・分析 

－  国内の関係者・関係団体との意見交換・連携とその内容の共有 

－  国内外の著作権関連法規の動向把握 

－  国内外の著作権関連法規や判例の動向把握 

－  著作権関係の課題や実務的対応についての委員間での情報交換 

－  有識者の招聘による講演会 

＜テーマ＞ 

「生成AIと著作権 ～「考え方について」の検討」 

「電子情報技術企業のための著作権を念頭に置いたAI契約実務」 

 

■意見の集約と発信 

収集・共有した情報に基づき、委員会の意見を集約した上で、下記の議論の機会を中心に発信 

－  内閣府による知的財産推進計画2025の策定に向けた意見募集 

［部会長］   松阪 博実  [ パナソニックホールディングス株式会社 知的財産本部 本部長 ] 

［運営委員長］ 酒井 壮士  [ パナソニックホールディングス株式会社 知的財産本部 ] 

 

活動目的 
法務・知的財産部会は、Society5.0の推進にあたり、会員各社の共通課題である法的問題および知的財産問題等に関する対策の検討、JEITA内外への情報発

信や課題の提起等を行うことにより当該課題の解決に取り組みます。 

会員各社の法務・知的財産部門の実務担当者を中心に委員会活動を行い、有識者と連携しつつ、国内外の法制度や慣行等に対する業界意見の具申、政府・関

係省庁を含む対外提言などを行います。特に、AIを始めとする最新技術の動向を注視の上、主に以下の各項の観点で現行の各種法制度がデジタル時代に対応し

たものであるか検討し、改善が必要な場合は、所管官庁および関連団体に提言します。 

また、各国の法執行当局等を通じて、知的財産の適切な保護方法について意見・情報交換を行い会員の企業活動に反映していきます。 

 

活動概要 
■情報の収集と共有 

－  政府知的財産推進計画と連動したグローバルでの研究 

－  国内関連法規の研究、海外法との比較、必要に応じた法改正に向けた意見収集 

－  新規課題に対する専門委員会・タスクフォースの設置や廃止 

－  政府関係者・有識者を招聘しての意見交換会の実施 

＜テーマ＞ 

「知的財産推進計画2024」 

「AI時代の知的財産権検討会 中間取りまとめ」 

「サントリーの知財戦略」 

「企業価値向上に向けた知的資本の強化」 

－  通商交渉、国際条約の動向把握 など 

 

■意見の集約と発信 

－  JEITA法務・知的財産に関する意思決定機関として、傘下専門委員会・タスクフォースからの報告を受け、JEITAとしての意見取りまとめを実施 

－  政府関係会議等への委員参加を行い、JEITAとしての業界意見を提言 

－  関係省庁との意見交換および意見提出 

－  海外関係団体との意見交換、意見提出 

https://home.jeita.or.jp/press_file/20200928135149_lkFjXUNtf5.pdf
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個人データ保護専門委員会   

 
［委員長］  吉田 元永  [ 株式会社東芝  技術企画部 サイバーセキュリティセンター ] 

 

活動目的 
国内の個人情報保護法に関する3年ごと見直しの動向を把握し企業の意見を集約した上で、規制のあり方等について個人情報保護委員会に提言・要望を行い

ます。 

個人情報保護やプライバシーへの配慮の観点から、新ビジネスや新サービスの創出、既存産業の活性化が促進されるようなビジネス環境を整備するよう意見

提言をします。特にAI/IoT/ビッグデータの利活用に対して、継続してルール策定に向け、個人情報保護委員会や経済産業省へ提言・要望を行います。 

また、グローバルの法制度においても、国際的に調和の取れたパーソナルデータ利活用ルールを明確化するために積極的な働きかけを図ります。特に、欧州

一般データ保護規則（GDPR）、米国連邦法・州法、インド個人データ保護法、中国データ3法、その他各国法の制定・改定動向をフォローし、情報共有と共に政

府機関等へ意見・要望を行います。 

 

活動概要 
■個人情報保護法やプライバシー課題への対応 

個人情報保護法について、法令・ガイドライン等の改定動向を継続的にフォローし、必要に応じて政府機関に意見・要望した。また、プライバシーへの配

慮について課題検討を図った。 

  - 個人情報保護法改正に伴う政令、及び、委員会規則の見直しについて意見・提言 

  - 個人情報保護法の実務に関する課題の把握・提言 

- AI/IoTとプライバシーに関する動向把握と課題検討 

  - プライバシーガバナンスに関する動向把握と課題検討 

  - 関係省庁、有識者、他団体との情報交換 

  - 協会内事業部会における個人情報の利活用促進に向け、AI関連部会と連携 

  - 会員企業によるAIの開発や利用の促進を目的にAI倫理に関する会員企業の取組の公表 

 

■諸外国の関連法制への対応 

欧州一般データ保護規則（GDPR）、米国連邦法・州法、インド個人データ保護法、中国データ 3法など諸外国の動向を継続的にフォローし、必要に応じ

有識者と意見交換等を実施する。 

  - EUのガイドライン、Global CBPRとの連携、EU認証メカニズム等の動向把握 

  - 米国法、中国データ3法、その他アジア等のプライバシー法制の各国法の動向把握 

  - 国内外の政府機関や有識者との情報共有 

 

■有識者との意見交換 

＜テーマ＞ 

「EUのデジタル政策と個人情報保護」、「個人情報保護法のいわゆる 3年ごと見直しに係る検討の中間整理」、「インドネシアにおける個人情報保護法の

ポイント解説」、「個人情報保護法のいわゆる3年ごと見直しに関する検討会ついて」、「日本のAI政策の現在地点欧州デジタル法制の近時のアップデート～

GDPR・データ法・ AI法を中心に～」、「EUサイバーレジリエンス法」、「個人情報保護法のいわゆる 3 年ごと見直しについて」 

特許専門委員会  

［委員長］  高橋 直寛  [ ソニー知的財産サービス株式会社 特許2部・統括部長 ] 

 

活動目的 
電子情報技術産業における特許戦略立案にかかる研究を行うとともに、特許関連トピックスに対して政府・関係省庁に提言を行います。 

JEITA会員企業共通の課題抽出を行い、各社の実務レベルを含んだ関係テーマの研究を行います。併せて、各社の取組などを情報共有します。 

関係機関との積極的な交流を進め、タイムリーな動向把握、政府会合への参加、意見交換を行います。 

 

活動概要 
■国境を跨ぐ実施行為の特許侵害性に関する検討 

－ 国際的な事業活動におけるネットワーク関連発明等の適切な権利保護の在り方に関する調査研究について、特許庁担当官との意見交換や、産業構造審議会

特許制度小委員会での審議状況に関する情報共有を行った。 

 

■特許関連テーマに関する特許庁や有識者との意見交換 

＜テーマ＞ 

－ AIを利活用した創作の特許法上の保護の在り方に関する調査研究及びAI関連発明の審査に関する特許庁の取組 

－ 国際的な事業活動におけるネットワーク関連発明等の適切な権利保護の在り方に関する調査研究 

－ 令和4年度特許出願技術動向調査結果「ドローン」、「全固体電池」、「ヘルスケアインフォマティクス」 

－ 大学知財ガバナンスガイドライン 

－ ビジネス関連発明の最近の動向 

 

■特許関連テーマに関する委員間の意見交換 

＜テーマ＞ 

－ 生成AIの知財業務・戦略への活用状況 

－ 海外グループ企業で創出される発明の品質管理とコントロール 

－ 知財・無形資産の投資・活用戦略の開示に対する現状 
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商標専門委員会   
 
［委員長］  和田 直子  [ 株式会社東芝 技術企画部 知的財産室 ] 

 

活動目的 
電子機器事業に関連して使用される商標についての問題を討議／研究し、企業における商標実務に寄与するとともに、商標法等改正動向に即した検討を進

め、関係官庁へ提言／要望します。 

 

活動概要 
■特許庁との意見交換 

－ 特許庁審判部と審判実務や登録後に識別力を喪失した登録商標の取消制度等に関する意見交換を実施。 

－ 特許庁審査部と商標政策やコンセント制度等に関する意見交換を実施。 

 

■会員企業間の情報交換 

＜テーマ＞ 

－ 「商標ポートフォリオ分析」 

－ 「コンセント制度」 

－ 「商標取得後の商標視点の管理」 

 

■外部講師を招いた講演会の開催 

＜テーマ＞ 

－ 「近年の米中を中心とした海外商標の判例／係争について」 

－ 「自社商標および他社商標の分析」 

－ 「“ブランド”の理解とその価値向上に向けた“ブランディング” 推進」 

 

■情報共有 

－ 国内外の商標に関する制度改正や判例等の動向 

データ利活用検討タスクフォース 
 
 
［主査］  岩渕 武見  [ パナソニックホールディングス株式会社 知的財産本部 グループ知財戦略部 政策企画課 主幹知財技師 弁理士 ] 

 

活動目的 
IoT の進展等により膨大なデータを効率的に収集・共有できる環境が実現し、個人情報を含むデータ利活用に関する一定の法的な基盤も整備されつつある中

で、他社等保有のデータと掛け合わせる等のデータ利活用による新サービスの創出、産業競争力強化が期待されています。 

一方でデータ流通基盤が十分に確立されていないことや、不正利用された場合の対応に関する懸念や不安等を背景に、必ずしも十分にデータが利活用されてい

ない状況です。 

このような背景のもと、ビジネス上のデータ利活用が円滑に行われるために必要な法整備等について、その要否も含め検討し、JEITA会員企業が望むデータの

利活用と保護の在り方をまとめ、政府の施策に反映させることを目的とします。 

 

活動概要 
■意見発信 

－ 公正取引委員会から公表された「生成AIを巡る競争（ディスカッションペーパー）」に対し、生成AIに関する計算資源、トレーニングデータ、専門人材

の流動性等について、事業者の立場としての現状認識に基づく事実関係について情報提供した。 

 

■情報共有 

－ 経済産業省が非公開で開催した「AI 利活用に伴う契約時の留意事項検討会」にオブザーバを派遣し、当該検討会で検討されたAI利活用に係る契約時に留

意すべき事項に関するチェックリストについて、チェックリストを活用する立場として、意見発出すべき点がないかを確認するため、情報共有を行った。 
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     作成・発行／一般社団法人電子情報技術産業協会 経営企画本部 政策渉外部 

E-mail  legal_ipr@jeita.or.jp  〒100-0004  東京都千代田区大手町1-1-3  大手センタービル4階 

 

関連法案等へのパブリックコメント等に対する JEITA意見書 
 
 【国内パブリックコメント】 

■「「個人情報保護法 いわゆる３年ごと見直しに係る検討の中間整理」関する意見（7月26日） 

https://home.jeita.or.jp/press_file/20240726141354_xjCPGqtMa1.pdf 

 

■ 「我が国全体としての総合的な国際標準戦略の策定」に関する意見（9月6日） 

https://home.jeita.or.jp/press_file/20240906092151_y9ij461CfG.pdf 

 

■ 「生成 AI を巡る競争（ディスカッションペーパー）」に関する意見（11月22日） 

https://home.jeita.or.jp/press_file/20241122162618_d4NBxRDGcJ.pdf 

 

■「知的財産推進計画 2025」の策定に向けた意見（12月20日） 

https://home.jeita.or.jp/press_file/20241220115741_GEViTf82Ik.pdf 

mailto:legal_ipr@jeita.or.jp
https://home.jeita.or.jp/press_file/20240726141354_xjCPGqtMa1.pdf
https://home.jeita.or.jp/press_file/20240906092151_y9ij461CfG.pdf
https://home.jeita.or.jp/press_file/20241122162618_d4NBxRDGcJ.pdf
https://home.jeita.or.jp/press_file/20241220115741_GEViTf82Ik.pdf

